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最近の放射性廃棄物処理処分技術と

発電プラント廃止措置技術
RecentTopicson RadioactiveWasteTreatmentand DisposalTechniques

andNuclearPowerPlantDecommissionlngTechniques

原子力発電所から発生する放射性廃棄物(ラドゥェスト)処理処分の分野での

最近の焦点は,平成4年ごろに操業開始が予定されている低レベル放射性廃棄

物貯蔵センター(以下,貯蔵センターと言う｡)への処分に対応した技術開発であ

る｡廃棄物の減答性,長期安定性に優れた無機固化処理技術として,セメント

ガラス固化法を開発し,2プラントで建設中である｡また,ドラム缶詰め固化

休を発電所から貯蔵センターに搬出する際に,非破壊で日動検査する搬出管理

システムを開発し,実用化への見通しを得た｡一方,将来の発電プラント廃止

措置に対応し,各種技術を開発している｡水中プラズマによる炉内構造物切断

技術や,アークガウジング＋ガス切断による圧力容器解体技術などを開発し,

実証試験を終了するとともに一部JPDR(JapanPowerDem()nStration:日本原

子ノJ研究所動力試験炉)解体二上事に適用した｡

山 緒 言

l.1放射性廃棄物処理処分技術の動向

原子力発電所で発生する気体状,液体状,固体状の放射性

廃棄物は,おのおのそれらの種類,件状に応じて適切な処理

が行われている｡R立製作所では,総で㌢プラントメーカーと

しての立場から,原子ノJ発電所での放射性廃棄物処理システ

ムおよびその構成要素技術について,以下の基本方針に某づ

き開発を進め現在に至っている｡

(1)環境への放出放射能低減

(2)設備信相性の向上

(3)廃棄物発生量の低減

(4)発生廃棄物の最大減谷

(5)最終処分への対応

これらの基本方針に基づいて開発した成果に,(1)廃棄物処

理設備の軽量化,(2)児設処分に対応した廃棄物の高減谷無機

同化および(3)ドラム詰め固化体のサイトから坪設施設へ搬出

する際の搬出管理システムがあり,その概要について述べる｡

卜2 廃止措置技術開発の動向

今後の原子力発電の推進にあたっては,核燃料サイクルの

確二､工が必要であr),とりわけ,放射性廃棄物の処理･処分,

原-f力発電所の廃止措置に関する技術開発が重要であり,国,
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電力会社およびプラントメーカーで技術開発が精力的に行わ

れている｡R立製作所は,これらの動向を踏まえ研究開発を

進めている｡わが国では,原子炉の運転終了後できるだけ早

期に解体撤去することを基本とする考え方がホされている(,

解体にあたっては,既存技術またはその改良技術によって対

応可能であるが,作業者の受ける線苗の低減,作業の安全作

向上,効率化などをいっそう推進するため,財相法人原十力

工学試験センターの廃炉設備確証試験およびH本原子力研究

所のJI)DR(Japan Power Demonstration:H本原子力研究

所動力試験炉)解体プロジェクトなどに積極的に参画し,技術

の実証を進めている｡

凶 処理設備の軽量化(スリムラド)1)

放射什廃棄物処理設備については,上流側設備をも含め,

1､‾記の観点から総合的処理の高度化,システムの簡素化を実

施し,設備のスリム化を推進している｡

(1)上流側設備の改善･新技術適用による総合的合理化設計

最近の70ラントでの材料,水質改善および上流側設備(特に

給復水設備)への最新開発技術の適用により,廃棄物発生岩を

低減しプラント全体として放射性廃棄物処理設備の小巧■J化を

*11立製作所=､ンニー‾Ⅰ二場**【川二製作所lは+二場理′判軋卜 ***日耳製作所エネルギー研究所二1二学博上
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推進している｡

(2)放射性廃棄物処理処分への最新開発技術の迫川

放射性廃棄物処理設備に,最新開発技術を適用することに

より,発生廃棄物の最大減谷の確保,最終処分への対応,信

頼性向上などを石†能にしている｡

(3)最新稼動プラント運転実績ノ丈映による合理化

改良標準化初号機東京電力株式会社納め福島第二原子力発

電所2号機の運転実績から,廃棄物発生量･比放射能の低

減,機器･システム信頼性確保などの良好な成果が得られ,

廃棄物処理設備構成機器の基数･容量など,設計条件の一段

の適1E化･合理化を図ることができた｡

スリムラドを構成する各要素技術を表lに示すが,これら

の技術によって設備の大幅なスリム化が図られ,従来の標準

的な電気出力1,100MWプラントと比較し,スリムラド設備で

は,タンク槽類基数で約‡,容量で約÷に軽量化されるとと
もに,ドラム缶発生本数は,約100本/年･ユニット程度に低

減できる見通しである｡

田 廃棄物の高減容･無機固化(セメンげラス固化)技術2)～4)

ドラム缶に詰められた低レベル放射性固体廃棄物は,平成

2年3月末現在で約50力‾本に達しており固体廃棄物貯蔵庫に

保管されている｡

これらの同体廃棄物は,発電所から搬Ji-ほれ最終的に埋設

処分されることになっており平成4年度の操業開始を目標に

準備が進められている｡

埋設計画の具体化に伴い,長期安定性,減客性に優れた廃

目 標

最大減容

無機固化によ

る長期安定化

適用技術

粉体化･ペレット化
(一元化処理)

電
有機廃棄物の無機化
(焼 却)

無機固化材による固化
(セメントガラス固化)

無機容器への固化
(複合コンクリート容器)

生成固化体

減容無機
固化体

図l放射性廃棄物無機固化技術の位置づけ 高い減容比で耐久

性･安定性に優れた固化技術の中心技術として,セメントガラス固化技

術を開発した｡

葉物の固化処理技術のニーズが強く,それに対JJbして｢減谷

無機回化技術+を開発実用化した｡その考え方は,図1に示

すように,(1)有機廃棄物は焼却などで安定な無機物に変換し

た上で,(2)廃棄物を粉体化･ペレット化減存し,(3)複合コン

クリート容器へ,(4)セメントガラスで固定化することによっ

て,埋設処分環境下で長期間安定な減答件の高い国化処理を

行うものである｡)ここでは主要技術であるペレットセメント

ガラス固化技術の概要,特良,適用状況などについて述べる｡

3.1セメントガラス固化技術の概要

放射性廃棄物のペレットセメントガラス回化技術は,濃縮

表l スリムラドシステム構成主要要素技術の採用状況と効果 スリムラドシステムでは,上流側設備と放射性廃棄物処理設備双方に多くの

新技術を適用し,設備費･運転費の低減およびドラム缶発生本数の低減を図っている｡

基 本 方 針 対 応 技 術

採 用 状 況 効 果

備 考BWR

改良標準化
プラント

将 来
プラント

設備費

低減

運転費

低減

ドラム缶

低 減

l.放出放射能低減

川希ガスホールドアップ装置 ○ ○ ○* 塔数低減

(2)タンクベントヨウ素除去装置 ○ ○

(3)ドライクリーニング装置 ○ ○ ○ ○

2.設備信根性向上
=高耐食廃液濃縮器

○

(チタン製イ

(○)

ンコネル製)
○

(2)金属触媒式再結合器 ○ ○

3.廃棄物発生量低減

川非助材型フィルタ ○ ◎ ○ ⑳ イ吏用済み樹脂貯蔵設備容量低減

(2)ヒータドレンポンプアップ方式 ○ ○ ○ ○ 復水浄化系設備容量低減

(3)復水浄化系脱塩器非再生運用化 ○ ○ ○ 再生廃液発生抑止

(4)高電導度廃液の扉過＋脱塩処理 ○ ◎ ○ ○ 脱塩器非再生化が前提

4.発生廃棄物の最大減容

川粉体化･ペレット化装置 ○ ○

(2)樹脂焼却･分解 ○ ○ ◎

(3)不燃性雑固体高圧プレス
*車

○ ○ ◎

(4)エアフィルタ可燃化 ○ ○ ○

5.最終処分への対応
(l)セメントガラス固化 ○ ○

無機素材による安定固化
(2)複合コンクリート容器 ○

注:ゆ(特に効果の大きいものを示す｡)* 希ガスホールドアップ塔塔数低減効果あり｡** 高圧プレスは開発済み技術である｡
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廃液などの廃棄物を乾燥･造粒して減答し,容器に充てんし

た後セメントガラスペーストを注入し固定化するものである｡

設備は図2に示すように乾燥･造粒プロセスと阿化プロセス

に分けられ,各プロセスの概要は以下のとおりである｡

(1)乾燥･造粒プロセス

本プロセスでは,BWR(沸騰水型原子炉)プラントおよび

PWR(加圧水型原子炉)プラントから発生する濃縮廃液を遠心

薄膜乾燥機で乾燥粉体化し,造粒機でアーモンド状または円

筒状のペレットに吐編成形する｡この乾燥･造粒によって従

来のセメント凶イヒ法に比較し約‡(BWR濃縮廃液の場合)の減
谷効果が得られる｡使用済み樹脂,可燃性雑固体を焼却した

焼却灰についても同様にべレット化できる｡ペレットは内勤妄

I)のついたドラム缶などの容器に充てんされる｡

(2)固化プロセス

本プロセスでは,粉末状のセメントガラス同化柑と添加水

とを所定岩(水/セメントガラス≒0.3)子比練した後,すでにペ

レットが充てんされている容器に,セメントガラスペースト

を上方から注入するだけで粘性が小さく流動性が良いためペ

レット間の空隙(げき)に浸透し,ポイドのない均一な固化体

を生成することができる｡ペレットの代わr)に廃棄物として

不燃件雉固体の場合でも,同様な操作で固化することが可能

である｡

3.2 セメントガラス注入固化法の年寺長

セメントガラス注入固化法の主な特長をまとめて表2に示

す｡

従来実用化されてきた各種固化法は,いずれも廃棄物と固

化材の混練操作を必要とするのに対して,廃棄物だけを充て

んした容器に固化材ペーストを注入する方式のため,設備が

簡素であり以下の特長を持っている｡

乾燥･逼粒プロセス

BWR

濃絹廃液

PWR

濃紹廃液

可燃性
雑固体
ほか

不燃性
雑固体

｢-----+

回

焼却炉

廃樹脂

M

最近の放射性廃棄物処理処分技術と発電プラント廃止措置技術1061

表2 ペレットセメントガラス固化法の特長 セメントガラスは天

然粘土を原料としているため,放射性核種の吸着特性に優れるとともに

セメントと同様に粉状で取り扱いが容易である｡

特 徴 内 容

川高減容

(2)一元化処理

乾燥粉体の圧縮造粒により,従来のセメン

ト固化の約÷(BWR濃縮廃液の場合)であ
る｡

多種廃棄物を一つの設備で処理が可能であ

る｡

(3)設備の運転保守が容易

注入固化が可能(廃棄物との混練不要)な

ため,主要機器は非汚染機器である｡

セメントと同様に,水硬化性のため設備の

水洗浄が可能である｡常温硬化が可能なた

め,養生設備が不要である｡

(4)長期耐久性に優れた固化体

(5)注入固化が可能

(6)廃棄物の溶解･膨潤防止可能

(7)廃棄物との化学反応防止可能

(8)放射性核種の保持能力大

(9)異常時の硬化停止容易

(10)硬化収縮･クラック防止可能

無機固化材のため,耐久性･耐火性など

良好

低粘性固化材(セメントの約÷)で高流動性
固化村中の遊離水が低減されている

ため,固化対象廃棄物が多種

(濃縮廃液･廃樹脂･焼却灰･不燃性

雑固体など)

モンモリロナイト系粘土を原料としている

ため,Cs,Srの吸着性能はセメントの

10～60倍

余剰水添加(水/固化材比≒7)で硬イヒ停止

が可能である｡

ブリージング水の発生もな〈硬化発熱も小

さく(く500C)クラックの発生などもないた

め,ポストフィリングなどの後処理が不要

である｡

(1)回化材混練装置が非汚染機器であー)運転保守が容易であ

る｡

(2)

供給タンク

造粒機

焼却灰

固化材混練装置が水で洗浄でき,洗浄排水が再利用で

M

宰
乾燥機

[亘互巨三萱亘亘コ
セメントガラス 水

セメントガラス固化

注:略語説明 BWR(沸騰水型原子炉),PWR(加圧水型原子炉)

図2 放射性廃棄物のセメントガラス固化処理システムフロー 発電所から発生する,各種廃棄物を一

元的に減容安定固化する｡
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きる｡

(3)同化反応時に遊離水がほとんど発生しないため固化材と

廃棄物の反応,廃棄物の溶解･膨潤がない｡

(4)固化時の発熱が少なく(>50℃),収縮もない｡

(5)モンモリロナイト系粘土を原料としているため,CsやSr

などの放射性核種の吸着能力が大きい｡

セメントガラスのこれらの特性を,従米のセメントと比較

して表3に示す｡セメントガラスは先に述べたように遊離水

の発生がなく,添加水の量が少ないにもかかわらず粘件･流

動性･洗浄性に優れていることがわかる｡

3.3 固化体物性

2001固化体が作製可能な実用規模パイロットプラントによ

-),各種実証試験を実施した｡

試験対象廃棄物としてBWR濃縮廃液,PWR濃縮廃液,使

用折み樹脂,可燃性雉固体の焼却灰および不燃性雑固体を用

い注入特件,硬化発熱温度,答器との密着性評価などの回化

特性試験を実施した｡また,ビーカ規模およぴ2001実規模セ

メントガラス固化体を製作し物性試験を実施した｡その結果

を表4に示すが,従来のセメント固化体と同等またはそれ以

上の物性を持っていることが総合的に確認された｡

3.4 埋設処分基準への対応

貯蔵センター計画の具体化に伴い,廃棄体の作製などにか

かわる技術一基準｢核燃料物質または核燃料物質によって汚染

された物の廃棄物埋設の事業に関する規則:総理府令第1号+

｢核燃料物質の埋設に関する措置等に係わる技術的に細目を定

める告示:科学技術庁告示第2号+が昭和63年1月に公布さ

れた｡ペレットのセメントガラス同化法も,セメントガラス

自体のJIS規格はないが水碩性セメントの一種であるのでJIS

にホされた｢セメントの物理試験方法+に基づき測定した強

度および安定性が規格値を満足することなどで,この技術基

準に適合していることを確認している｡

表3 セメントガラスとセメントのペースト特性比較 セメント

ガラスは,流動性に優れるためペレット間に流入し,安定に固型化する

ことができる｡

No. 項 目
セメント

ガラス
セメント 備 考

l 水/同化材比 0.32 0.45

2 遊 離 水 な し あ り

セメントガラスは,Naコ0･

nSjO2･mH20として水和して
いる｡

3 粘 性 l′500cP 6.000cP C型半占度計による｡

4 流 動 性 ～50cm ～3cm
45度の傾斜力うス根上の涜下

速度

5 付 着 性 l
～ZO

セメントガラスの付着量を

1.0とした場合の相対比

6
洗 浄性

(4時間放置)
l ～10 同 上
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表4 セメントガラス固化体物性まとめ 各種物性試験の結果,従

来の固化体と同等以上の物性を持っていることを確認している｡

No.

l

項 目 規模* 試写奏方法

セメントガラス

ペレット

固化体の物性

固化体比重 ○ 約l.3以上

2 圧 縮 強 度 ○
ー軸圧縮強度 約14.7MPa以上

3 耐 候 性 ○

温度サイクル

卜19～十15PC)

300サイクル負荷

質量変化率:

約-0.3%以下

寸法変化率:

約＋0.1%以下

4 耐 火 性 ⑬ 800nC･30分加熱
質量減少率:

約l.6wt%以下

5 浸 出 率 ○
13ヰCs･5Scoの

浸出量測定
約】0▲6g/cm2･d

6 落 下 強 度 (昏 l.2m自由落下 内容物飛散なし

7 耐放射線性 ○ 108/rad照射

強度変化率:

約-3%以下

質量変化率=n

8 固化体発熱特性 巾
固化体中心部

発熱温度測定
約50qC以下**

9 容器との密着性 の 200】規模載荷試験 密着性良好

注:* ○(小規模固化体),･‥さ(実規模固化体),**雰囲気温度(20qC)

3.5 実機適用状況および今後の展開

以上述べたペレットセメントガラス固化技術は,BWR,

PWRプラントに適柑できる｡本技術のうち乾燥･造粒設備は,

BWRの2プラントでそれぞれ19朗年,1985年から運転中であ

る｡これらプラントでは生成ペレットは中間貯蔵しており,

同化設備は将来設置の計画である｡同化まで含めたペレット

セメントガラス凶化設備は,BWR,PWR各1プラントが現

在建設中である｡

今後,セメントガラスの高い流動性および廃棄物との化学

的反応性が低いなどの特性を生かし,不燃性雉固体の固化へ

の適用を図っている｡また,放射竹三核種の吸着能力が人きい

ことを利用し,再処理プラントなどから発生する比較的放射

能濃度の高い廃棄物の固化処矧こも適用するため各種実証試

験を行っている｡

巴 放射性廃棄物搬出管理システム

原子力発電所で発生し,貯蔵されているドラム詰め固化体

(廃棄体)を貯蔵センターに搬出するに際しては,廃棄体が前

述の技術基準に適合することについて,法令に港づき指定廃

棄確認機関による｢確認+を受検することになっている｡こ

のニーズにこたえるため,ドラム缶ふ自動検査装置を中心とし

た搬山管理システムを開発した｡検査装置には,これまで開

発した口動計測などの要素技術を結集するとともに,廃棄物

処理設備の運転経験をノ丈映して,運用上の諸条件を考慮した

設計になっている｡

廃棄休の表面汚染密度,表面線量率,核桂別放射能濃度な



どの測完三･データ処理を遠隔自動で行えるシステム化が図ら

れることから,確認の迅速化,作業員が受ける線最の低減化

が可能となることはもちろんのこと,確認の信根性の向上,

伸一化が図れ,P.A.(パブリック･アクセプタンス)上のメリ

ットも生じてくるものと一考えられる｡

4.1システムの概要と特徴

放射性廃棄物搬山管理システムは,廃棄体の搬送設備と検

査設備とで構成されており一例を図3に示す｡

(1)廃棄体の搬送設備

各発電所での廃棄休の搬送は,検査時の装置間の搬送と専

用輸送船への船積み時の搬送とに区分される｡検奄時の搬送

は,各検査装置間を確実かつ円滑に移送する必要があー),ロ

ーラコンベヤで検査装置間を移送し,引き込み装置でローラ

コンベヤから検査装置へ移動させる方式としている｡これに

より,連続的な廃棄体の検査が可能となる｡廃棄体は,パレ

ットで検査システムへ供給され,各検査装置間をローラコン

ベヤで移動し検査終了後コンテナに1脳内される｡検査装置の

能力は約3()本/F-1である｡

一方,専用輸送船への船積み時の搬送は,短期間に約数千

本の廃棄休を貯蔵樺から搬出して舟那賀みするため,各発電所

の状況に応じた最適な搬送システムを構築する必要がある｡

(2)廃棄体の検査設備

廃棄体の各検査装置は,移送一口のローラコンベヤと引き込

最近の放射性廃棄物処理処分技術と発電プラント廃止措置技術1063

み装置とを一体化したユニット構造とし,検査設備の可搬作

および機能の拡張性(検査ユニットの追加)を確保している(,

各検査装胃の基本仕様をまとめて表5にホす｡

4.2 検査装置の概要

以下に,各検査装置の原王型および機能を述べる｡

(1)外観･質量･表面汚染検ノ在装置

廃棄体の外観上の損害の有無は,遠隔操作で廃棄休をLロ】転

させながら,3≠言のITV(工業用テレビジョン)カメラで廃棄

体の.卜れ 側面,底面を目視確認する｡何時に廃棄休の外観

を画像記録装置に記録する｡また,底面の画像については,

画像処理を行いドラム缶のJIS刻印の識別を容易にする処理を

行う機能を持たせている｡

廃棄体質宗は,廃棄体支持部のロードセルによって測定す

る｡表面汚染検杏は,3本のアームによって廃棄休の上面,

側面,底面を同時に行う｡スミア試料の採取は,¢50mmのif‾ゴ

紙を吸引方式でアームのスミアヘッドに保持して行い,iJi紙

の供給,スミア採取,計測,音ノ俄の排出を自動で行う機構と

している｡

(2)線量率･放射能測定装置

廃棄体中に含有されている放射性物質のうち,γ線を放出す

る核稗については,廃棄体小の自己遮へいの効果を補止して

非破壊で測定する必要があり,補正方法として,γ線が遮へい

されるとコンプトン散乱を起こすことを利用した独自のスペ

パッケージング装置

ドラムストックコンベヤ

ラベリング装置

一軸圧縮強度測定装置

線量率,放射能測定装置

外観,質量,表面汚染検査装置

デバレタイザ

曾

曾

≠空

房ヲ

つ

○

コモンベース

托

フォークポケッ

コンテナ

乃/査装置
ローラコンペヤ

包､､

卜/二呉
図3 搬出管理システム構成例 検査装置とローラコンベヤを一体構造としたユニットとしており,装置の組み合わせおよび移動が容易である｡
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表5 検査装置の基本仕様 固化体のハンドリングおよび検査設備

を含めたシステム機能の観点から,各種検討を実施している｡

No. 装置名 測定項目 測定方式 基 本 仕 様

l

外観,質量,

表面汚染検

査装置

(l)外観
lTV画像録画 ●廃棄体外周の目視観察

(画像処理) ●容器+】S刻印言禿み取り

(2)質量 ロードセル
●測定時間:約l分

●測定レンジ:l′000kg

(3)表面汚染密

度

スミア方式(自動) ●ふき取り時間:約7分

●¢50房紙ふき取り式 ●検出限界:3.7×10‾2Bq/

●端窓型GM管 cm2

2

線量率,放

射能測定装

置

(l)線量当量率 電離箱式測定器

●測定時間:約5分

●測定レンジニ0.00ト10

mSv/h

(2)放射能測定 スペクトル補正方式

●測定時間:約5分

●検出限界:0.37Bq′ノ′g(Co-

60)

●Co60//cs137比:り30

(Co-60:37Bq/g)

3 一軸圧縮強
度測定装置 一軸庄精強度

超音波伝搬法 ●測定時間:約5分

4
ラベリング

装置
ラベリング 印字プリンタ式 ●色帯,整王翌春号などの表

示

γ線は遮へいにより,コン70トン散乱を生じ,スペクトルが
ひずむことを利用L,遮へい効果を補正する._.

測

定

原

理

計
数
率

コン7nトン散乱成分光電ピーク成分
′一人-････ヽ

遮へい効巣小､rてソ1
遮へい効果大

＼

γ線エネルギー

[:垂]
測

定

ス

テ

ッ

プ

ム【フド

蘭
H
線
墓
丁

周
γ
数
定

缶
で
計
測

八V

デー タ 解析 ソ フト

γ線遮へい効果の算出

(1)測定値からC(コンプトン)/

P(ピーク)比を算出する｡
(2)C/Pにより,補正曲線*を

用いて遮へい効果推定する

注:* 事前に測定

0

含有放射能を算出

連へい効果を補正

し,含有放射能濃

度を算出する..､

(Co-60,Cs-137)

m コリメータ

∠

装

置

構

成

コ回転昇降装置

(賢露≡禦ップ)

放射線ホ

廃棄体(Ge

器
MCA

(;芋言詣ネル1

解析用
計算機

モニタ

7Dリンタ

図4 スペクトル補正法の原王里 固化体中の含有放射能量を測定す

るスペクトル補正法の測定原‡里,装置構成を示す｡

100

クトル補正方式を開発した｡原理および装置構成を図4にホ

す｡本方式では,補正をソフト的に処理するため装置構成が

簡易で,かつ補正原理が物理現象に基づいているので,雉同

体のように放射能や密度の偏在の大きい廃棄体でも精度よく

測定することができる｡雉固体の放射能測定をシミュレーシ

ョンによって評価した結果を図5に示すが,約±2∩%の精度

で測定できる性能を持っている｡また,廃棄体の表面線量率

を放射能測定と同時に測定することによr),測定時間の短縮

を餅Ⅰっている｡

(3)一軸圧縮強度測定装置

この装置は,セメント固化体の超音波伝搬速度を測定して,

動弾性係数を求め,この動弾性係数とセメント固化体の一軸

圧縮強度との相関関係を利用して非破壊で強度を測定するも

のである｡測定装置は,廃棄体の容器(ドラム缶)とセメント

同化休間の空隙部をなくすために,超音波発受信センサを廃

棄体に押し付ける油圧駆動系と,廃棄体中の超音波伝搬時間

を測定する検出系とで構成されている｡

+

+■
†
一も

シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
条
件

(1)線源1か所

(2)平面(5×5)×高さ(9)に分割し,

任意のセルに線源と廃棄物を配
置する.=

(3)廃棄物(鉄)充てん量

3ケース(50kg,100kg,150kg)
(4)シミュレーションケース

各350ケース

.→

什卸拭仙

,
｢
ピ

屯T

叶
紅
比
什
江

十＋

解

析

結

触ゴ

喋

300

250

200

150

100

50

0.2 0.4 0,6 0.81.01.21,41.61.8 2.0 2.2 2,4

測定解析値*

注:廃棄物(鉄)充てん量(田50kg,田100kg,田150kg)
* 真値を1.0で標準化

図5 スペクトル補正方式による雑固体の放射能測定シミュレーシ

ョン結果 スペクトル補正法による雉固体測定シミュレーションによ

る測定精度検討結果を示す｡
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4.3 検査装置の実証試験と今後の展開

以上述べた各種検査装置は,実際の廃棄体を川いた実証試

験を8･まぼ完了しており良好な性能を確認できた｡今後,各原

子力発電所での実機建設に向け,高信頼性の運転しやすいシ

ステムの実現を図っていく考えである(,

田 廃止措置技術開発

棟子力発電所の廃止措置に対して,日立製作所は除染,解

体,遠隔操作,廃棄物処理処分などの要素技術と,廃止措置

全般にわたる総合技術について研究開発を推進してきている｡

特に,要素技術としては,(1)炉内構造物を切断する水中プラ

ズマアーク切断技術,(2)配管を切断する成別保薬切断技術,

(3)原子炉圧力容器を切断するアークガウジング＋ガス切断技

術,(4)解体時の線量当量を低減させるための解体前除染技術

などの開発,実証を進めている｡

また,わが国初の本格的原子炉解体1‾∵事として,1986年度

から実施されているJPDR(電気出力12.5MW BWR)の解体

実地試験にも技術開発当初から参画し,鋭意推進している｡

以下に廃止桔帯に関する主な技術の開発状況を述べるい

5.1JPDR解体

JPDRを対象とした解体技術の開発は1981年度から開始さ

jl,R立製作所は炉内構造物の解体に便川する水中プラズマ

切断技術,および圧力容器接続配管の解体に使用する成型爆

薬切断技術の開発を行ってきた｡これらの技術は,遠隔操作

技術を特徴としておr),実機形状を模擬した実物大の試験装

置によって切断能力を実証している｡

これらの実証成果を実機に適川Lて1988年12月～19柑午11

ノ=こわたり炉内構造物および圧力谷器接続配管の解体を実施

し,成功裡に解体は終了した｡

5.1.1プラズマアーク切断技術

(1)カi内構造物解体の概要

解体対象の炉内構造物は,高度に放射化された稜雉形状の

ステンレス鋼製の構造物であることから,解体する際には,

作業者の受ける線宗の低減,解体作業の効率向卜を図るため

に水中遠隔切断を行う必要がある｡このため,水中遠隔切断

するための技術として,図6に示すような水中プラズマアー

ク切断技術,および遠隔操作技術をはじめ,切断時に発生す

る気小･水中浮遊物を剛又するための副次生成物凶1牧技術,

切断汁を移送するためのハンドリング枝札 切断状況の確認

をするための監視技術など各種の技術開発を進めてきた｡

以下,水中プラズマアーク切断性能および遠隔操作技術開

発の概要について述べる｡

(2)プラズマ切断技術の開発

7`うズマ切断は,図7に示すように電梅とノズルの間にパ

イロットアークを発生せさた後,電極と被切断物との問にプ

ラズマアークを発fjiさせて,被切断物を溶融切断する‾ノブ法で

遠隔操作技術
(プラズマトーチ

の位置決め)

圧力容器側トーチ駆動装置 燃料貯蔵プール側トーチ駆動装置

エアカーテン

形成装置

＼

プール覆い

l

琴
ヽ■

′J■

_｢｢

;ニブラ

+r､ノ′

副木生成物

回収技術

(気中･水中
浮遊軌落
下ドロスの

回収)

｢ヽ

ズマトーチ

回収

ン′ヨ

転科

きプラ

.く炉ヱ:圧

副次生成物

処理装置

モニタテレ
ハンドリング技術

･(平板･円筒り〈イ
プなど各種形状

の把持)
.._∠

Ll●

蔵プ⊥う/t
ズマトーチ

構造物

容器

監視技術

(狭あい部の監視)

水中プラズマ切断技術

(切断能力110t)

r

図6 炉内構造物解体技術の開発項目 炉内構造物解体には,こ

の図に示すとおり種々の技術開発が必要であり,とりわけ遠隔操作技術,

切断技術の開発が重要である｡

直流電源

◎ ○

プラズマ

アーク

電極

ノズル

被切断物

ガス

図7 プラズマ切断の原理 プラズマ切断とは,電極と被切断物問

にプラズマアークを発生させ,被切断物を溶融する方法である｡

ある｡今回,JPDRの炉内構造物のうち蘇大の枇摩(110mm)

を持つステンレス鋼製の構造物を,水中切断可能にすること

を目的としたプラズマ切断技術の開発を行った｡切断性能の

評価_卜,主に考慮した試験パラメータは,切断電流動作ガス

の種類と流竜,トーチ移動速度などである｡また,作業の安

全件を評価することを目的に取得したデータは,ドロスの発

生量,ぅも中や水小浮遊物の発生および特性である｡

開発したプラズマトーチは,供給する切断電流が人きいほ
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図8 水中プラズマ切断での切断板厚と切断速度の関係 l′000A

トーチの場合,最大【30mmのステンレス銅の切断が可能である｡

ど切断可能板厚は大きくなるが,2()OAトーチ,500Aトーチ

および1000Aトーチを用いた｡図8は,ステンレス鋼を,ト

ーチ移動速度をパラメータにし,水中切断した場合の試験結

果を示すものである｡切断トーチの種類によらず,トーチ移

動速度を遅くすることによr),切断可能な板厚を厚くするこ

とができ,1,000Aト山チの場合,最大130mmのステンレス

鋼の切断が可能である｡

また,プラズマアーク切断性能に影響を及ぼすものとして,

動作ガスの組成と流量がある｡プラズマ切断に用いられる動

作ガスとしては,冷却能ノJの優れた水素(H2)および不清作ガ

スであるアルゴン(Ar),窒素(N2)などの混合ガスが用いられ

ているAr＋H2とAr十N2の混合ガスを用いた場合の切断性能

を評価したところ,Ar十H2の混合ガスのほうが切断性能が優

れており,750Aの切断電流では,ステンレス鋼の切断板厚は

110mmであった5)｡

また,ArとH2の混合比は,一般にH2の混合割合を増加させ

ると切断能力は向__卜するが,H2の混合割合40%が最適である｡

(3)トーチ位置決め技術の開発

炉内構造物を,プラズマアーク切断によって水中遠隔切断

を行う場合,トーチ先端の被切断物の距離(スタンドオフ)を

精度よく設定し,スタンドオフを一定にし,トーチを駆動す

ることが切断性能の確保のうえで必要である｡このため,超

音波センサを用いた切断トーチの相対位置決め方法を開発し

た｡この方法は,超音波センサを用いてスタンドオフおよび
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●円筒物の位置決め:900ごとの補間

●スタンドオフ設定値:10mm

mm/min
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図9 スタンドオフ測定結果 円筒構造物に対する切断トーチの位

置決め精度は,スタンドオフ設定の要求精度±5mmを満足した｡

トーチ角度を検出し,所定の位置に切断トーチを設定し,そ

の位置を基準とした相対座標系に基づいてトーチを駆動させ

る方法である｡図9は,円筒構造物に対する切断トーチの位

置決め精度の確認試験結果を示したものであるが,円筒構造

物の内側から1司方向にトーチを駆動させたときのスタンドオ

フ設定の要求精度±5mmを十分満足している｡また,この方

法は作意の相対座標系によってトーチを位置決め可能である

ことから,トーチの再設定,座標の再計算などがなくなr),

伸二置決め作業効率の向上が図れた｡

5.1.2 JPDR解体状況

J工)DR解体作業は,まず原子炉周辺機器やダンプコンデンサ

達家内機器の解体から着手し,現在炉内構造物の解体を終了

している｡JPDR解体実地試験の全体二l二程を図川に示す｡R立

製作所はこれまでに,ダンプコンデンサ達家内機器,原子炉

周辺機器,燃料プール内機器,炉内構造物解体工事など重要

な二l二事を担当し,いずれも順調に終了することができた｡今

後,吐力容器解体,生体遮へい壁解体と難作業が続くほか,

タービン設備,廃棄物処理設備などの施設の解体も並行して

行われ,1992年度にはすべての解体を終了する予定である｡

以下,主要な機器の解体状況について述べる｡

(1)ダンプコンデンサ解体および格納容器周辺機器解体

ダンプコンデンサは,本体の大きさが幅約3.2m,長さ9,5m,

高さ5.7mで,内部に外径1インチの黄銅製冷却管1,840本が

設置された質量約55tの鋼製機器である｡解体には,気中プラ

ズマ切断,バンドソー,電気丸のこ,ガス切断機など各種切

断工法を試み,例えば冷却管であれば,電気丸のこが作業環

境への影響が少なく最も効率がよいなど,今後の商業炉解体

に有効な知見も多く得られている｡解体に伴い発生した放射

性廃棄物は,1m3容器などに詰めて保管している｡また解体

作業時の1人当たりの最大線量当量は約0.03mSvと小さな値

に抑えることができた｡現在ダンプコンデンサ達家内は,換

気空調系,電気系統など施設の維持管理に必要な設備を残し

てすべて撤去が終わr),放射性廃棄物の一時保管場所として

有効に利用されている｡

また,格納容器建家内機器も,悦子炉圧力容器および施設
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工程

(年度)

項目

西歴

1985 1986 1987 198 8 1989 1990 1991 1992

昭60 61 62 63 平1 2 3 4

エンジニア

リング

解体設計

原子炉

格納容器

建豪解体

周辺機器解体(1 )周辺機

′斗プール･炉

q解体(2)

内構造物

力容器l
壁

器･建家
l

燃半

庄

生体速へい

格納

その他

ダンプコンデンサ建家内機器

-ビン 家内機器

豪機器

建家

地

】llタlll±コ
ロ

原子炉施設

解体

燃料建家内フール機器 その他建

図】0+PDR解体実地試験スケジュール +PDR(+apanPowerDemon-

strationReactor)解体実地試験は,1986年度から実工事を開始し,1989年
度には炉内構造物の解体を終了している｡

の維持管理設備を除いて解体撤去が終わっている｡糊辺機器

の代表的なものとしては,強制循環系ポンプがある｡ポンプ

は2台あり,炉水を循環させるため12インチの配管がループ

状に接続されてお-),内面は放射作物質で汚染されている｡

強制循環系ポンプ周囲には配管･架台が設置されており,作

業場所が非常に狭いため,まず配管などを切り離し作業場所

の確保を図った｡

解体は,ポンプ本体と電動機を接続するかソブリングを取

り外し,それぞれ3m3容器に一体で収納する方法をとるなど

作業の効率化,線量当量低減などを目標に,事前の1二事計画

を十分に検討のうえ実施している｡一連の作業での1人当た

りの最大線呈当量は,約0.15mSvであった(,

(2)燃料チャネルボックスおよび炉内構造物の解体

使用済みチャネルボックス75休は,燃料貯蔵建屋内プール

に保管されていたが,遮へい容器に効率よく収納するため,

水中プラズマアーク切断を用いて4分割に水小遠隔切断した｡

チャネルボックスの水中切断状況を図‖に示す｡

炉内構造物の解体作業は,複雑形,状をし,高度に放射化し

た炉内構造物を水中遠隔プラズマアーク切断する作業である

ことから,作業者の受ける線量の低減,作業の信椒性向L

安全件の確保を図る必要がある｡このため,炉内構造物解体

計画時に切断作業,除染,ハンドリング,副次生成物回収作

業などを総合的に事前検討を行い,解体工事の信頼性向上を

図った｡この炉内構造物解体作業は,まず原子炉での一次切

断(粗断)を行い,切断片を水中で燃料貯蔵プールに移送し,

二次切断(細断)して遮へい容器に収納した｡水中プラズマ切

断条件は,プラズマ切断技術開発で得られた切断速度,切断電

流,スタンドオフなどの切断データをもとに決志した｡また,

切断作業の信栢性を確保する上で,超音波センサを糊いた切

∧′哲

図Ilチャネルボックス切断状況 チャネルボックスは,プラズマ

アーク切断によって4分割に水中切断された｡

断トーチの村村位置決め方法,および炉内での切断監視シス

テムの確立を図った｡切断時に発生する副次生成物の回収に

ついては,水浄化装置による炉内およびプール内の水中浮遊

物の回収,ならびに原子炉上部にエアカーテンを設置し気中

浮遊物の回収を行った｡水小切断作業の一例として,CR(制

御棒)ガイドチューブの原子炉での切断状況を図12にホす｡)

5.2 アークガウジング＋ガス切断技術開発

原子炉圧力容器は,極厚の低合金鋼(最大厚さ約400mm)

の内所に約10nlmのステンレス鋼の内弓良りが施されている原

一十力発電所の心臓部とも言うべき容器である｡したがって,

解体時には極厚情造物の切断技術に加え,ステンレスと低合

金鋼との複合材の切断技術が必安となる｡さらに,この供一千

炉圧力茶器は,特に炉心部で中件子照射によって放射化して

いるため遠隔切断技術が要求される｡

g

図12 CRガイドチューブ切断状況 CRガイドチューブは最も狭い場

所での切断作業であり,この写実は切断作業に最も威力を発揮した水中

監視カメラの映像から写したものである｡
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このような原子炉圧力容器の解体切断に対し,日立製作所

は,パブコック[】立珠式会社と共同でアークダウジング＋ガ

ス切断技術を通商産業省二l二業技術院四国工業技術試験所の指

導のもと,基礎的な試験から遠隔装置に至る技術開発を進め

てきた｡

このアークガウジング＋ガス切断技術は,融点が約2,200℃

と高いステンレス鋼に対しては,アーク放電によって溶かし

たあとジェット水によって吹き飛ばし,一方,切断温度が約

1,500℃の低合金鋼については酸素ガスで低合金鋼を酸化させ,

その酸化反応熱によって溶融し切断するものである(図柑参照)｡

この工法は,切断装置が単純かつ軽量であるため遠隔操作性

に優れていること,さらに,切断トーチの交換頻度がきわめ

て少なく取扱い性が良好なことが特徴である｡

この技術は,通商産業省の委託を受けた財団法人原子力二⊥

学試験センターでの実用発電用原子炉廃炉設備確証試験の一

項日である原子炉圧ノJ容器切断技術確証試験に採用され,

1982年から1988年にわたって確証試験が実施された｡

‾確証試験は,パブコック日立株式会社の所有する遠隔操作

川マニピュレータ,および試験装置を用いて,基本試験,予

備試験,確証試験の順序で実施した｡基本試験は,切断速度,

二次生成物発生量,件状などの基本性能を,予備試験では,

円弧状試験体によって遠隔水中切断性能を,確証試験では,

実炉模擬試験体による実機への適用性を確証した6)｡

芙炉模擬試験体は,最大板厚である420mmのPWRフラン

ジ部を持ち,根厚変化部,突起部を含む試験体であり,電気

出力1,100MW級のPWR,BWR原子炉圧力容器を模壬疑した

ものである｡

試験の結果,解体手順計画に従って連続的に効率よく切断

でき,周切断線と縦切断線の切断線の移行も優れており,試

験体仝切断線長26mの切断を一つの切断トーチによって円滑

ステンレス鋼の

アークガウジング

アーク

ステンレス毒

低合金鋼

→低合金鋼の
ガス切断

切断方向■

もQO

(⊃q
000

同【･""====､

l

ガス

ヽ■ヽ▼

＼
ジェット水

切断

図13 水中｢ガウジング＋ガス切断+エ法原理 ガウジング＋ガ

ス切断とは,表面のステンレス鋼をアークガウジングによって除却した

後に,ガス切断で低合金鋼を溶融切断する工法である｡
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に実施できることが確証できた｡

試験結果から,アークガウジング十ガス切断遠隔操作装置

利月刊こよって実機原子炉庄力容器切断を,止昧切断時間約130

時間程度で,高い信頼性で安全に実施適用できる見通しを得

ることができた｡

5.3 今後の展開

これまで説明してきたとおり,廃止措置技術では安全性,

経済性向上などの観点から,技術開発とその実証が進められ

ている｡将来予想される商業炉の解体撤去を,よ†)安全に,

より効率的に実施するためには,JPDR解体などこれまでに得

られた解体捜術の知見を基に,さらに高度化を図っていく必

要がある｡

一方,作業者の′受ける線量の低減,作業の効率化および解

体に伴い発生する放射性廃棄物の合理的な処理処分が,今後

廃止措置を進める上で重要な課題となってきている｡これら

の課題に対し,解体前除染技術の開発,また解体に伴い発生

する廃棄物を弁別するための測定技術,放射性廃棄物最低減

と廃棄物を有効に再利用するための除染の要素技術の開発や,

これら処理技術のシステム化および周辺環境への安全性を,

より確保した処分技術の開発に現在着手しているところであ

る｡

8 結 言

以.卜で述べたように,日立製作所は原子力発電所から発生

する放射性廃棄物の減答性,長期安定性に優れたペレットセ

メントガラス固化法やドラム缶詰め固化体の搬出管理システ

ムなどの開発により,処理の高度化,システムの簡素化を実

現し,よr)小巧!!化された信頼性の高い放射性廃棄物処理設備

の開発を推進してきている｡

また,商業用原子力発電所の廃止措置に向けて,要素技術

の開発および実証を推進するとともに,信頼性･安全性の高

い解体撤去システムの確立のため,鋭意研究開発を進めてい

る｡
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